
建設業における時間外労働の上限規制について

奈良労働局 労働基準部 監督課



１．建設業における労働災害と就業実態について

２．時間外労働の上限規制

３．年次有給休暇の確実な取得

４．中小企業における月60時間超の時間外労働の、

割増賃金率引き上げ



▸ 「労働災害防止計画」とは、労働災害を減少させるために国が重点的に取り組む事項を定めた中期計画です。労働
安全衛生法に基づいて厚生労働大臣が定めることとされており、2023年4月～2028年3月までの５年間を計画期間とす
る「第 14 次労働災害防止計画」が2023年3月8日に策定されました。

第14次労働災害防止計画（概要）
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就業者に占める若年層・高年齢層の割合の推移

▸ 令和２年における建設業就業者の年齢階層別構成比をみると、55歳以上の割合が36.0％となり、29歳以下の割合は前年から
微増し11.8％となっています。

▸ 全産業に比べ、高齢化が進展しており、高齢化による将来の担い手不足が懸念されます。

資料：総務省「労働力調査」年齢階級、産業別調査
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労働災害の傾向

▸ 働く高齢者が増加する中（60歳以上の雇用者数は過去10年間で1.5倍）、労働災害のうち60歳以上の労働者が占める割合は
1/4以上（2019年は27％）

▸ 労働災害発生率は、若年層に比べ高年齢層で高いです。
▸ 高齢になると、重症化し、休業期間が長くなる傾向にあります。

〈年齢別・男女別の労働災害発生率〉 〈年齢別の休業見込み期間の長さ〉
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▸ 建設労働者は、全産業平均と比べ、年収額が低い傾向にあります。
▸ 建設業は、全産業平均と比べ、週休二日制の導入率が低い傾向にあります。

建設労働者の労働条件等の動向

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」(調査方法の変更により、令和2年度の生産労働者の数値はなし)
注：推定年収＝きまって支給する現金給与額×１２＋年間賞与その他特別給与額

建設業 全産業

完全週休二日制
（括弧内は平成30年）

30.4％（27.0％） 44.9％（44.3％）

建設業の週休二日制の導入状況

建設業の生産労働者の年収額の推移

13 14   15     16     17    18     19     20    21     22    23     24    25     26    27     28     29    30    31     2 (年)

出典：厚生労働省「令和２年就労条件総合調査」(注)事業所規模30人以上が対象
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建設業における労働時間数・出勤日数

▸ 年間の総実労働時間については、全産業と比べて360時間以上（約２割）長いです。
▸ 10年程前と比べて、全産業では約186時間減少しているものの、建設業は約80時間減少と減少幅が小さいです。
▸ 年間の出勤日数については、全産業と比べて30日以上長いです。
▸ 10年程前と比べて、全産業では約32日減少しているものの、建設業は約12日減少と減少幅が小さいです。

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」より国土交通省作成「建設業における働き方改革について」
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完全週休二日制を導入していない理由

8出典：厚生労働省職業安定局委託調査「建設業における雇用管理状況把握実態調査報告書 令和2年度調査」

▸ 建設業において完全週休2日制を導入していない理由は､「人材不足（完全週休2日を前提とした人員配置ができない）」が
26.3％と最も高く、次に、「発注者・元請からの余裕の無い工期での発注」が19.1％となっています。

▸ 業種別にみると､全業種で「人材不足（完全週休2日を前提とした人員配置ができない）｣が最も高いです｡
▸ 従業員規模別にみると､30人以上では「人材不足（完全週休2日を前提とした人員配置ができない）｣「完全週休2日を考慮
した労務費価格では受注できない」が他の区分より低く、「発注者・元請からの余裕の無い工期での発注」が他の区分より
高いです。



▸ 若年層の離職理由に、「休みがとりづらい」「労働時間が他の産業に比べて長い」といったものがあげられており、労働時
間の削減や年間休日の増加が離職者の削減につながります。

建設労働者の労働条件等の動向

建設業離職者（離職時若年層）が仕事を辞めた一番の理由

出典：厚生労働省「雇用管理状況把握実態調査（2014年度）」より国土交通省作成資料を改変 9
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１．建設業における労働災害と就業実態について

２．時間外労働の上限規制

３．年次有給休暇の確実な取得

４．中小企業における月60時間超の時間外労働の、

割増賃金率引き上げ



働き方改革関連法の施行【2 0 1 9年 4月1日から順次施行】

（1）時間外労働の上限規制の導入 【2019年4月1日～、中小企業は2020年4月1日～】

（2）年次有給休暇の確実な取得 【2019年4月1日～】

（3）中小企業における月60時間超の時間外労働の、割増賃金率引き上げ
【中小企業2023年4月1日～】
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▸ 「働き方改革」は、働く方々が、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を、自分で「選択」で きるようにするための改革
です。
▸ 日本が直面する「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」、「働く方々のニーズの多様化」などの課題に対応するために
は、投資やイノベーションによる生産性向上とともに、就業機会の拡大や意欲・能力を存分に発揮できる環境をつくることが必
要です。
▸ 働く方の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現することで、成長と分配の好循環を構築し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを目指します。



労
働
時
間
以
外
の
負
荷
要
因

勤務時間の不規則性

拘束時間の長い勤務
休日のない連続勤務
勤務間インターバルが短い勤務
※「勤務間インターバル」とは、終業
から次の勤務の始業までをいいます

不規則な勤務・交替制勤務・深
夜勤務

事業場外における
移動を伴う業務

出張の多い業務
その他事業場外における移動を
伴う業務

心理的負荷を伴う業務 ※改正前の「精神的緊張を伴う業務」の
内容を拡充しました

身体的負荷を伴う業務
作業環境
※長期間の過重業務では付
加的に評価

温度環境

騒音

脳・心臓疾患の労災認定基準

▸ 脳・心臓疾患の労災認定基準においては、「発症前１か月に概ね100時間または発症前２か月間～６か月間に、１か月あたり80時間を超
える時間外労働が認められる場合」、業務と発症との関連性が強いと評価されます。

一定の労働時間以外の負荷要因

【改正前】
発症前１か月におおむね100時間または発症前２か月間ないし
６か月間にわたって、１か月あたり80時間を超える時間外労働
が認められる場合について業務と発症との関係が強いと評価で
きることを示していました。

【改正後】（令和３年９月14日改正）
上記の時間に至らなかった場合も、これに近い時間外労働を
行った場合には、「労働時間以外の負荷要因」の状況も十分に
考慮し、業務と発症との関係が強いと評価できることを明確に
しました。

１
長期間の過重業務の評価にあたり、労働時間と労働
時間以外の負荷要因を総合評価して労災認定するこ
とを明確化しました

労働
時間

発症前１か月間に100時間
または

２～６か月間平均で月80時間を超える
時間外労働の水準には至らないがこれ
に近い時間外労働

業務と発症
との関連が
強いと評価

労働時間以外の負荷要因の見直しを行い、赤字の項目を新たに
追加しました（令和３年９月14日改正）。

２ 長期間の過重業務、短期間の過重業務の労働時間以
外の負荷要因を見直しました
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労働基準法における労働時間の定め

▸ 労働基準法において、労働時間の上限は、休憩時間を除いて１日に８時間、１週間に40時間と定められています。
▸ 労働者が上記の法律の上限を超える時間（※）働く場合には、あらかじめ「時間外・休日に関する協定（36協定）」が必要
です。

▸ 2020年4月から、36協定で定めることができる時間外労働時間に制限ができました（時間外労働の上限規制）。

（※）法律の上限を超える時間

法律で定められた労働時間の限度
１日８時間 及び １週 40時間

例外※：１日８時間及び１週44時間
※労働者10人未満の商業、映画・演劇業（映画の
製作の事業を除く）、保健衛生業、接客娯楽業

法律で定められた休日
毎週１回または４週を通じて４日以上

これを超えるには、
36協定の締結・届出が必要
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▸ 時間外労働の上限規制は、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間
未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度として、年６か月まで限度時間を超えて労働させること
ができます。（一般則）

▸ 自動車運転の業務、建設事業、医師等は適用猶予・除外業務（事業）とされ、改正法施行後５年間（令和６年３月まで）は
上記一般則の適用はありません。

時間外労働の上限規制について

法律による上限
（原則）
月４５時間
年３６０時間

・年720時間
・単月100時間未満
（休日労働含む）

・複数月平均80時間
（休日労働含む）

・法律による上限（原
則）を超えられるの
は年６か月まで

１年間 ＝ 12か月

一般労働者
法改正前 法改正後 法律による上限

（例外）

大臣告示による上限
（行政指導）
月４５時間
年３６０時間

特別条項
上限なし

年間６か月まで

１年間 ＝ 12か月

法定労働時間
１日８時間
週４０時間

14



▸ 建設事業については、改正法施行５年経過後（2024年4月1日以降）は、一般則を適用します。
▸ 災害時の復旧・復興事業に限り、次の規定は適用しません。
・時間外労働＋休日労働の合計 単月100時間未満
・時間外労働＋休日労働の合計 複数月平均80時間以内
※時間外労働が年720時間以内、時間外労働が月45時間を超えることができるのは6か月の限度は適用されます。

▸ 違反した場合、６か月以下の懲役または30万円以下の罰金に処されます。

建設業における上限規制の取扱について
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法違反にならないためのチェックポイント

① 「1日」「1か月」「1年」のそれぞれの時間外労働時間数
② 休日労働の回数・時間数 が36協定で定めた範囲を超えないこと。
③ 特別条項の回数（＝時間外労働が限度時間を超える回）

④ 月の時間外労働と休日労働の合計が、毎月100時間以上にならないこと。
→1か月でも100時間以上となれば法違反

⑤ 月の時間外労働時間と休日労働の合計について、どの2～6か月の平均をとっても、1月当たり80時間を
超えないこと。

例えば、2021年9月については、前月までの実績をもとに以下のように2～6か月平均を算出。

すべての月について、隣接する2～6か月の平均が80時間以内となるよう管理しなければならな
い。
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17

令和６年３月３１日まで 建設事業、自動車運転の業務、医師等

様式第９号の４



18

令和６年４月１日以降 建設事業【一般条項】

様式第９号の３の２



19

令和６年４月１日以降 建設事業【特別条項】１枚目

様式第９号の３の３



20

令和６年４月１日以降 建設事業【特別条項】２枚目

様式第９号の３の３
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１．建設業における労働災害と就業形態について

２．時間外労働の上限規制

３．年次有給休暇の確実な取得

４．中小企業における月60時間超の時間外労働の、

割増賃金率引き上げ



■ 年次有給休暇の発生要件

【労働基準法第39条】
1.雇い入れの日から6か月継続して勤務している
2.全労働日の8割以上を出勤している

（２）週所定労働日数が４日以下または週所定労働時間が30時間未満の労働者

年次有給休暇の発生要件と付与日数

この2点を満たしていれば年次有給休暇
を取得することができる

継 続 勤 務 年 数 6か月 1年
6か月

2年
6か月

3年
6か月

4年
6か月

5年
6か月

6年6か月以
上

付 与 日 数 10 11 12 14 16 18 20

（１）週所定労働日数が５日以上または週所定労働時間が30時間以上の労働者
■ 年次有給休暇の付与日数

週所定
労働日数

１年間の
所定労働日数

継続勤務年数

6か月 1年
6か月

2年
6か月

3年
6か月

4年
6か月

5年
6か月

6年6か月
以上

付

与

日

数

４日 169日～216日 ７日 ８日 ９日 10日 12日 13日 15日

３日 121日～168日 ５日 ６日 ６日 ８日 ９日 10日 11日

２日 73日～120日 ３日 ４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日

１日 48日～72日 １日 ２日 ２日 ２日 ３日 ３日 ３日
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使用者の時季指定による年次有給休暇の付与(1)

法定の付与日数が
10日以上

■ 使用者の時季指定による付与制度

与える時季
基準日から１年以内に

罰則 30万円以下の罰金

この義務に
違反すると

● ● ●

基準日
（10日付与）

６か月経過日

2022年4月1日

入社日

10月1日 2023年9月30日

2022年10月1日～2023年9月30日までの１年間に
５日の年次有給休暇を取得させなければならない。

管理監督者、パートタイム労働者
を含みます。

▸ 平成30年の法改正により、使用者には、法定の年次有給休暇の付与日数が10日以上である労働者に対し、その日数のうち
５日については、基準日（年次有給休暇発生日）から１年以内に、労働者ごとにその時季を指定して付与することが、新た
に義務付けられました。
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年次有給
休暇付与
日数

基準日

取得日数

年次有給休
暇を取得し
た日付

2020/
4/2㈭

2020/
5/7㈭

2020/
6/1㈪

2020/
9/7㈪

2020/
10/7㈬

2020/
11/10
㈫

2020/
12/4㈮

2021/
1/12㈫

2021/
2/8㈪

2021/
3/18㈭

2021/
3/19㈮

2020/4/1

18日

基準日

日数

（補足）基準日が2つ存在する場合には、基準日を
２つ記載する必要があります。

（補足）基準日から１年以内の期間における年休取得日数（基準日が
２つ存在する場合には１つ目の基準日から２つ目の基準日の１年後ま
での期間における年休取得日数）を記載する必要があります。

（例）労働者名簿または賃金台帳に以下のような必要事項を盛り込んだ表を追加する場合。

使用者の時季指定による年次有給休暇の付与(2)

▸ 時季、日数及び基準日を労働者ごとに明らかにした書類（年次有給休暇管理簿）を作成し、当該年休を与えた期間中及び
当該期間の満了後3年間保存しなければなりません。

▸ 年次有給休暇管理簿は労働者名簿または賃金台帳とあわせて調製することができる。また、必要なときにいつでも出力で
きる仕組みとした上で、システム上で管理することも差し支えありません。
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使用者の時季指定による年次有給休暇の付与(3)

違反内容 罰則規定 罰則内容

年5日の年次有給休暇を取得させなかった場合 労働基準法
第120条 30万円以下の罰金

使用者による時季指定を行う場合において、就
業規則に記載していない場合

労働基準法
第120条 30万円以下の罰金

労働者の請求する時季に所定の年次有給休暇を
与えなかった場合

労働基準法
第119条

6か月以下の懲役または30万円以
下の罰金

■時季指定を要しない場合
・既に５日以上の年次有給休暇を請求・取得している労働者に対しては、使用者による時季指定をする必要は
なく、また、することもできない。

■就業規則への記載
・休暇に関する事項は就業規則の絶対的必要事項（労働基準法89条）であるため、使用者による年次有給休暇
の時季指定の方法等について、就業規則に記載しなければならない。

■罰則
・年５日の時季指定義務、就業規則への記載に違反した場合には罰則が科されることがある。
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１．建設業における労働災害と就業実態について

２．時間外労働の上限規制

３．年次有給休暇の確実な取得

４．中小企業における月60時間超の時間外労働の、

割増賃金率引き上げ



中小企業における月60時間超の時間外労働の、割増賃金率引き上げ

【改正前】
月60時間超の残業割増賃金率
大企業は 50%
中小企業は 25%

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

60時間以下 60時間超
大企業 25% 50%
中小企業 25% 25%

月60時間超の残業割増賃金率
大企業、中小企業ともに50%

【改正後】2023年4月1日施行

▸ 時間外労働が月60時間を超える場合にその超えた時間について適用される割増賃金率（50％以上）は、中小事業主への適用
が猶予されてきたが、この猶予措置は2023（令和5）年3月31日をもって廃止され、これ以降は、中小事業主でも、時間外労働
が月60時間を超える部分について50％以上の割増賃金を支払わなければならない。

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

60時間以下 60時間超
大企業 25% 50%
中小企業 25% 50%

小売業

5,000万円以下サービス業
（例：情報通信業、病院、
不動産業、宿泊業等）

卸売業 1億円以下
上記以外

（例：製造業、建設業、
運輸業等）

3億円以下

小売業 50人以下

サービス業
100人以下

卸売業

上記以外 300人以下

ま
た
は

①資本金の額または出資の総額 ②常時使用する労働者数
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※中小事業主の範囲



月60時間超の時間外労働をさせた場合の代替休暇制度

代替休暇
の時間数 ＝

１か月の
時間外労働時間数 －60 × 換算率

代替休暇を取得しなかった場合
に支払うこととされている割増
賃金率（50%以上）

－
代替休暇を取得した場合に支
払うこととされている割増賃
金率（25%以上）

◆代替休暇は、１日または半日で、時間外労働が１か月60時間を超えた当該１か月の末日の翌日から
２か月以内に与える。

◆代替休暇を取得するかどうかの労働者の意向確認の手続、取得日の決定方法、割増賃金の支払日等
を協定で定めておく。

▸ 事業場で労使協定を締結（届出不要）すれば、時間外労働が月60時間を超えた場合に、割増賃金率が25%以上から50%以上
に引き上げられた部分の割増賃金の代わりに有給の休暇を付与することができます（代替休暇）。
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建設業における上限規制について

厚生労働省奈良労働局監督課

令和６年４月１日から建設業にも労働時間上限規制が適用されます



2

上限規制の内容は既に説明させていただ
きましたので、ここでは、建設業におけ
る労働基準法の適用や、現場間の移動時
間の扱い等、少し角度を変えた説明をさ
せていただきます。



問題点の整理



労働基準法の適用単位

労働基準法の適用は「企業」単位ではなく、「事業場」単位
にとなります。

事業場とは︖

工場、鉱山、事務所、店舗のような一定の場所にいて相関連する
組織のもとに業として継続的に行われる作業の一体をいう



つまり

場所的に独立した工場、店舗などの単位で適用となります

※３６協定などの届出も事業場単位での届出が必要となります。



では、建設現場は店舗や事務所のように事業場になるの
でしょうか



現場事務所があって、当該建設現場において労務管理が一体
として行われている場合は、建設現場が事業場になります。

この場合、建設現場が工場や事務所と同じように扱われます。
つまり、事業場になります。

比較的大規模な建設現場がこれに当てはまります。



現場事務所がなく、当該建設現場において労務管理が行
われていないような小規模な建設現場はどのような扱い
になるでしょうか

現場の直近上位の組織（例えば本社、統括事務所）
での適用となります。



建設業での労働時間管理について



建設現場における労働基準法適用の特徴

現場事務所を設けて当該現場の労務管理を行っている場合は、
現場単位での労働基準法の適用となる

建設現場は「有期事業」であり、工事が完了すると事業場が
消滅する



建設業における時間外及び休日労働協定（３６協定）

労働基準法適用単位の建設現場は、現場ごとに３６協
定を現場を管轄する労働基準監督署へ届出る必要があ
ります。

建設現場は有期事業であるため、工期が１年未満であ
ることが多々ありますが、その場合においても現場ご
とに３６協定を届出ていただく必要があります。



問題１

1人の労働者が複数の建設現場で仕事をする場合



13

①Ａ工事現場：工期が４月１日から８月３１日

②Ｂ工事現場：工期が９月１日から１２月３１日

労働者Ｃは①工事現場が終了した後、②工事現場での仕事に従事

①、②とも事業場として３６協定を締結



②での３６協定上限時間をみるうえで、①での時間外労
働時間も通算して計算しなければならないのかという疑
問が生じます

この場合、①での時間外労働時間数が、②での時
間外労働時間数に通算されるのでしょうか



15

基本的には通算されません。

建設業以外の業種におけるＡ支店からＢ支店への
転勤のような場合も同じ扱いになります。

※ただし、例外があります。
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労働時間が通算されない事項



※〔 〕内は対象期間が３か月を超える１年単位の変形労働時間制をとる場合

（１）限度時間 〔法第３６条第３項・第４項〕

労働時間を延長して労働させることができる時間は、原則として、当該
事業場の業務量、時間外労働の動向その他の事情を考慮して通常予見さ
れる時間外労働の範囲内において、限度時間を超えないように協定で定
める必要があります。この限度時間は、１か月について４５時間〔４２時間〕、
１年について３６０時間〔３２０時間〕とされています。

（２）特別条項を設ける場合の延長時間等 〔法第３６条第５項〕

当該事業場における通常予見することのできない業務量の大幅な増加
等に伴い臨時的に（１）の限度時間を超えて労働させる必要がある場合に
は、特例として、①１か月について労働時間を延長して労働させ、及び休
日において労働させることができる時間（通常の協定（一般の協定）で定め
た時間を含め１００時間未満）、②１年について労働時間を延長して労働さ
せることができる時間（通常の協定（一般の協定）で定めた時間を含め７２０
時間以内）並びに③労働時間の延長時間が月４５時間〔４２時間〕を超えて
労働させることができる月数（年６か月が限度）を協定で定める（特別条項
付き協定）ことにより、限度時間を超えて労働させることが認められます。



18

例 外

時間外労働時間が通算されない事項



①～③は、特別条項によらない月に
も適用されます。

（３）３６協定の定めに従って労働させる場合の実労働時間数の上限
〔法第３６条第６項〕

使用者は、３６協定で定めた内容に従って時間外・体日労働を行わせる
場合であっても、次の３つの要件を満たさなければなりません。

①坑内労働その他厚生労働省令で定める健康上特に有害な業務につ
いては、時間外労働は１日２時間以内

②１か月（単月）における時間外労働時間数と休日労働時間数の合計が
１００時間未満

③３６協定の対象期間におけるいずれの２か月間ないし６か月間におけ
る時間外労働時間数と体日労働時間数の合計が、１か月当たりの平
均で８０時間以内

①～③に違反すると、罰則の対象（６か月
以下の懲役または３０万円以下の罰金）と
なります。

注注



20

時間外労働時間が通算されない事項は、「事業場にお
ける時間外労働の上限」を定めたもの、通算される事
項は、「労働者個々人における時間外労働の上限を定
めたものと理解してください。

ポイント

通算されない 通算される
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問題２

上限規制の例外規定
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災害の復旧・復興の事業については、「月１００時間
未満、２～６か月平均８０時間以内」の規制（労働基
準法第３６条第６項の規定が適用されません

この場合についても、労働基準法第３６条第３項、第４項、
第５項については適用がありますのでご留意ください。
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問題３

工事現場間の移動時間について（移動時間が労働時
間に該当するか）



労働基準法上の労働時間とは
「労働者が使用者の指揮命令下に置かれている時間」のこと
・使用者の明示または黙示の指示により業務に従事する時間
・使用者の明示または黙示の指示に基づき、参加等が事実上強制されている時間

これらは、就業規則等の規定に左右されず、客観的に見て労働者の行為が使用者
から義務付けられたものと言えるか等により個別具体的に判断される
移動時間が労働時間とみなされる場合もある

(最高裁判決 平成12年3月9日)

いえいえ、移動時間が
労働時間と認められれば
給与を払う必要アリです！

建設業を営む
事業主
労務管理担当者の

みなさま

会社と現場の間は
移動するだけだから
給料は要らないだろ？

そもそも「労働時間」とは？

一般的に「通勤時間」とは
約束の時間(始業時刻や集合時刻)までに ➡ 集合場所(事務所や集合場所)へ
到着することを目的とする行為

を指す

どこから出発し、どのような方法で到着するかは労働者に任されている
移動時間が「労働時間」に該当するかどうかは、先述の通り客観的に判断する
ので、名称にとらわれず実態を見て判断する必要がある

「通勤時間」とは？

ケース①
自宅と会社、自宅と現場の移動

通勤時間

原則として通勤時間と解される



ケース②
会社と現場の移動

原則として移動時間は労働時間と解される

・作業終了後、会社の指示で事務所へ車両で戻ることとしていた
・事務所に戻ってからは道具清掃や資材整理
これらの作業が、会社から黙示による指示がなされた業務で
あったと考えられる

移動が労働時間に該当すると
判断された事例

(平成20年２月22日 東京地裁)

会社の指示でいったん事務所に集合し、
資材を積んで、車中で打ち合わせをしながら移動

事務所に集合後、誰がどの現場に行くかは、当日の
天候・作業現場の進捗状況に応じて会社代表が指示
をしていた

車両による会社と現場の移動は
会社の指示ではなかった
(直行直帰が認められていた)

・移動に使う車両の運転者
・集合時刻
等は労働者間で決めていた

移動が労働時間に該当しないと
判断された事例

(平成14年11月15日 東京地裁)

通勤としての性格を有し
「労働時間」に当たらない

移動が労働時間に該当しないと
判断された事例

(平成14年11月15日 東京地裁)

移動が労働時間に該当しないと
判断された事例

(平成14年11月15日 東京地裁)



ケース③
集合場所と現場の移動

原則として移動時間は通勤時間と解される

自宅から集合場所に自家用車等で向かい、そこから社有車で乗り合いにより従業員が運転し現場へ移動
車中で業務は行っていない

(令和３年３月10日 福井地裁)

会社から社有車の運転を指示された者は労働
それ以外の者は通勤

その1

その３

その２

最寄り事務所

会社指示による
集合・点呼

直行

最寄り事務所

最寄り事務所



ケース④
同一日に複数の現場を移動

自宅
から
現場
Ａへ
直行

現場Ａ

事
務
所
へ
移
動

事務所
で勤務

休
憩
時
間

事務所
で勤務

現場
Ｂへ
移動

現場Ｂ

自
宅
へ
直
帰

労働時間(休憩時間を除く)

現場Ａ 現場Ｂ

労働者の自宅 事務所

②移動(労働)時間

①通勤時間

①
通
勤
時
間

③
移
動(

労
働)

時
間

事務所、集合場所、現場の相互間を移動する時間については
使用者が業務に従事するために必要な移動を命じ、当該時間の
自由利用が労働者に保障されていないと認められる場合には、
労働時間に該当する。
なお通勤時間(上の例では①)は、ここでいう移動時間に該当しない。
具体的には、指揮監督の実態により判断するものであり、
例えば②又は③の移動時間であって、その時間が通常の移動に
要する時間程度である場合には、労働時間に該当するものと
考えられる。



Attention!!

同じ事務所と現場の移動時間について争われた裁判例でも、その実態によって異なる判決が
下されており、移動時間が労働時間に該当するかどうかは個別具体的に判断する必要がある。
移動時間の取り扱いについては、
厚生労働省リーフレット「労働時間の考え方：『研修・教育訓練』等の取扱い」や
労働時間に関する裁判例などを参考にして労働者と取り扱いを話し合い確認することが大切。
★リーフレット「労働時間の考え方：『研修・教育訓練』等の取扱い」は

こちら⇒

お問い合わせは

機　関　名 電　　話 〒 所　在　地

奈良労働基準監督署 0742-23-0435 630-8301 奈良市高畑町５５２　奈良第二地方合同庁舎

葛城労働基準監督署 0745-52-5891 635-0095 大和高田市大中３９３

桜井労働基準監督署 0744-42-6901 633-0062 桜井市粟殿１０１２

大淀労働基準監督署 0747-52-0261 638-0821 吉野郡大淀町下渕３６４－１

「時間外労働の上限規制間」とは？


